
 

   （ ２３ ） 

平成１８年３月期 個別中間財務諸表の概要 平成１７年１１月２４日 

上 場 会 社 名         株 式 会 社 横 浜 銀 行 上 場 取 引 所 東  証 

コ ー ド 番 号         ８３３２ 本社所在都道府県 神奈川県 
（ＵＲＬ  http://www.boy.co.jp/） 
代  表  者   頭 取   小 川  是 
問合せ先責任者  経営企画部主計室長  前 川 洋 二   ＴＥＬ （０４５）２２５－１１１１（大代表） 

中間決算取締役会開催日  平成１７年１１月２４日 中間配当制度の有無             有 
中間配当支払開始日  ― 単元株制度採用の有無   有（１単元 1,000 株） 
 
１． １７年９月中間期の業績（平成１７年 ４月 １日～平成１７年 ９月３０日） 

（１）経 営 成 績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 経 常 収 益       経 常 利 益       中間(当期)純利益 
１ 株 当 た り
中間(当期)純利益

     百万円    ％   百万円     ％   百万円     ％   円  銭

１７年９月中間期 １１３，９７８(△９．２) ４４，９６０(  ４．７) ２８，６２３(  ８．２) ２０ ２９ 

１６年９月中間期 １２５，６３０(△０．５) ４２，９３６( ２６．１) ２６，４３９( ３１．６) ２０ １２ 

１７年３月期 ２５３，７９１     ９６，２１８      ５７，５３６       ４２ ０９ 
  
（注） ① 期中平均株式数 普通株式 第一回優先株式 第二回優先株式 

１７年９月中間期 1,410,576,594 株 ――― ――― 

１６年９月中間期 1,313,712,189 株 96,448,087 株 30,163,934 株 

１７年３月期 1,365,527,146 株 48,356,164 株 15,123,288 株 

 ② 会計処理の方法の変更 無 
 ③ 経常収益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

（２）配 当 状 況 

 １株当たり 

中間配当金 

１株当たり 

年間配当金 

 

１７年９月中間期 

１６年９月中間期 

 円  銭 

 ０ ００ 

 ０ ００ 

 

――― 

――― 

 

    

１７年３月期 

 

――― 

 円  銭 

８ ５０ 

（３）財 政 状 態 

 総 資 産       株 主 資 本       株主資本比率 
１株当 たり       
株 主 資 本       

自 己 資 本 比 率 
（ 国 内 基 準 ）         

 百万円 百万円     ％    円  銭      ％ 

１７年９月中間期 １０，２６５，５０９ ６２２，１２６ ６．０  ４４２ ３６ １０．８９(速報値)

１６年９月中間期 ９，７９４，１１１ ５６０，４７５ ５．７  ３９５ ０２ １０．９０    

１７年３月期 １０，４８３，６１０ ５９７，８７５ ５．７  ４２３ ６５ １０．９１    
 
（注） ① 期末発行済株式数 普通株式 第一回優先株式 第二回優先株式 

１７年９月中間期 1,406,367,579 株    ―――    ――― 

１６年９月中間期 1,418,838,199 株    ―――    ――― 

１７年３月期 1,411,122,910 株    ―――    ――― 

② 期末自己株式数 普通株式 第一回優先株式 第二回優先株式 
１７年９月中間期 961,475 株    ―――    ――― 

１６年９月中間期 1,007,855 株 30,000,000 株    ――― 

１７年３月期   8,854,144 株 30,000,000 株    ――― 

２． １８年３月期の業績予想（平成１７年 ４月 １日～平成１８年 ３月３１日） 

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金                 
経 常 収 益       経 常 利 益       当期純 利益       

期 末  

 百万円 百万円 百万円  円  銭  円  銭 

通   期 ２４０，０００ １００，０００ ５８，５００ ９ ００ ９ ００ 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） ４１ 円 ５９ 銭 

（注意事項） 本資料は、将来の業績に関する記述が含まれています。こうした記述は、将来の業績を保証するものではなく、リスクや不

確実性を内包するものです。将来の業績は、経営環境の変化などにより、見通しと異なる可能性があることに留意ください。 

業績予想の前提となる仮定等につきましては、添付資料の７ページを参照してください。 



株式会社　横浜銀行

第１４５期中（平成１７年９月３０日現在）中間貸借対照表

（単位：百万円）

科       　　 目 金    　　    額

（ 資 産 の 部 ）

現 金 預 け 金 ４４１,８７６ ９,０９２,１２６

コ ー ル ロ ー ン ７０,４６４ １１４,０７５

買 入 手 形 ３０,０００ ３７３

買 入 金 銭 債 権 ２３７,１１４ ２,１６０

特 定 取 引 資 産 ２８,３８０ ３４,４０９

有 価 証 券 １,２６３,０１８ ６０

貸 出 金 ７,８５０,５５０ ６５,０００

外 国 為 替 ５,５００ １８２,１２３

そ の 他 資 産 ９４,２７９ ２２,７３６

動 産 不 動 産 １４１,９３４ １３０,３１７

繰 延 税 金 資 産 ２５,９９６ ９,６４３,３８３

支 払 承 諾 見 返 １３０,３１７

貸 倒 引 当 金 △５３,９２３ ２１４,９４４

１７６,５６３

１７６,５６０

３

自 己 株 式 処 分 差 益 ３

１６２,０８８

３８,３８３

９１,６９１

３２,０１３

中 間 純 利 益 ２８,６２３

３１,９９３

３７,２１７

△６８０

６２２,１２６

資 産 の 部 合 計 １０,２６５,５０９ １０,２６５,５０９

（ 負 債 の 部 ）

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

負 債 の 部 合 計

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金

社 債

そ の 他 負 債

再評価に係る繰延税金負債

支 払 承 諾

金    　　    額 科       　　 目

預 金

譲 渡 性 預 金

コ ー ル マ ネ ー

特 定 取 引 負 債

借 用 金

外 国 為 替

資 本 の 部 合 計

負 債 及 び 資 本 の 部 合 計

資 本 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

土 地 再 評 価 差 額 金

利 益 準 備 金

任 意 積 立 金

中 間 未 処 分 利 益

（ ２４ ）



株式会社　横浜銀行

  第１４５期中（ ）中間損益計算書

  科     目 金      額

１１３,９７８

８４,６８８

（ う ち 貸 出 金 利 息 ） （ ７６,０５７ ）

（ うち有価証券利息配当金 ） （ ５,７５８ ）

２２,２２３

１７１

５,０７０

１,８２５

６９,０１８

３,３７４

（ う ち 預 金 利 息 ） （ １,８６５ ）

４,２２９

３,１９０

４３,８５７

１４,３６５

４４,９６０

２,９３１

２２８

４７,６６３

１０,２２５

８,８１４

２８,６２３

２９,１５５

５４

２５,８２０

３２,０１３

（単位：百万円）

中 間 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 費 用

中 間 未 処 分 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

税 引 前 中 間 純 利 益

自 己 株 式 消 却 額

土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

役 務 取 引 等 収 益

特 定 取 引 収 益

平成１７年４月  １日から
平成１７年９月３０日まで

（ ２５ ）



株式会社 横 浜 銀 行 

（ ２６ ） 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 
当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

１．特定取引資産・負債

の評価基準及び収益・

費用の計上基準 

 金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市場間

の格差等を利用して利益を得る等の目的（以下「特定取引目的」）の取引については、取引

の約定時点を基準とし、中間貸借対照表上「特定取引資産」及び「特定取引負債」に計上す

るとともに、当該取引からの損益を中間損益計算書上「特定取引収益」及び「特定取引費

用」に計上しております。 

 特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については中間決算日

の時価により、スワップ・先物・オプション取引等の派生商品については中間決算日におい

て決済したものとみなした額により行っております。 

 また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当中間会計期間中の受払利息等に、

有価証券、金銭債権等については前事業年度末と当中間会計期間末における評価損益の増減

額を、派生商品については前事業年度末と当中間会計期間末におけるみなし決済からの損益

相当額の増減額を加えております。 

２．有価証券の評価基準

及び評価方法 

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額

法）、子会社株式及び関連会社株式については移動平均法による原価法、その他有価証券の

うち時価のあるものについては、中間決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動

平均法により算定）、時価のないものについては、移動平均法による原価法又は償却原価法

により行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部資本直入法により処理しております。

３．デリバティブ取引の

評価基準及び評価方法 

 デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法により行っておりま

す。 

(1）動産不動産 ４．固定資産の減価償却

の方法  動産不動産は、定率法（ただし、平成10年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備

を除く）については定額法）を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上し

ております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

 建物：２年～60年 

動産：２年～20年 

 (2）ソフトウェア 

  自社利用のソフトウェアについては、行内における利用可能期間（５年）に基づく定額
法により償却しております。 

５．繰延資産の処理方法  新株発行費は、支出時に全額費用として処理しております。 

６．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。

 破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」とい

う。）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という。）

に係る債権については、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担

保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しておりま

す。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認めら

れる債務者（以下、「破綻懸念先」という。）に係る債権については、債権額から、担保

の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支

払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。 

 破綻懸念先で、債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的

に見積もることができる債権については、当該キャッシュ・フローを当初の約定利子率で

割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見

積法）により引当てております。また、上記以外の債務者であっても、従来よりキャッ

シュ・フロー見積法による引当を行っており、経営改善計画等の期間内にある債務者につ

いては、引き続きキャッシュ・フロー見積法による引当を行っております。 

 上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率

等に基づき計上しております。 

 すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当

該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上

記の引当てを行っております。 

 なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担

保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額と

して債権額から直接減額しており、その金額は 107,520百万円であります。 

 

 



株式会社 横 浜 銀 行 

（ ２７ ） 

 
当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 (2）退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、当中間会計期末において発生していると認められる額

を計上することとしております。 

なお、当中間会計期間末においては、信託財産及び年金資産の合計額が退職給付債務を

一時的に超過したため該当差額をその他資産に計上しております。 

また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。

・過去勤務債務 

 その発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（２年）による定額法によ

り損益処理 

・数理計算上の差異 

 各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（15年）による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理 

７．外貨建て資産及び負

債の本邦通貨への換算

基準 

 外貨建資産・負債は、取得時の為替相場による円換算額を付す子会社株式を除き、中間決

算日の為替相場による円換算額を付しております。 

 

８．リース取引の処理方

法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

９．ヘッジ会計の方法 (1）金利リスク・ヘッジ 

  金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における

金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別

監査委員会報告第24号）に規定する繰延ヘッジによることとしております。ヘッジ有効性

評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸

出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の残存期間毎にグルーピングのうえ

特定し評価することとしております。また、キャッシュ・フローを固定するヘッジについ

ては、ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により有効性の評価をす

ることとしております。 

 また、当中間会計期間末の中間貸借対照表に計上している繰延ヘッジ損益のうち、「銀

行業における金融商品会計基準適用に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公

認会計士協会業種別監査委員会報告第15号）を適用して実施しておりました多数の貸出

金・預金等から生じる金利リスクをデリバティブ取引を用いて総体で管理する従来の「マ

クロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損益は、「マクロヘッジ」で指定したそれぞれのヘッジ

手段の残存期間・想定元本金額に応じ平成15年度から５年間にわたって、資金調達費用又

は資金運用収益として期間配分しております。 

 なお、当中間会計期間末における「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損失は 733百万

円、繰延ヘッジ利益は 548百万円であります。 

 (2）為替変動リスク・ヘッジ 

  外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行

業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計

士協会業種別監査委員会報告第25号）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有

効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行

う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建

金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認するこ

とによりヘッジの有効性を評価しております。 

 

上記(1)(2)以外のヘッジ会計の方法として、一部の資産・負債については個別ヘッジを

適用しており、繰延ヘッジを行っております。 

10．消費税等の会計処理  消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会平成

14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号平成15年10月31

日）を当中間会計期間から適用しております。これにより税引前中間純利益は105百万円減少しております。 

なお、銀行業においては、「銀行法施行規則」（昭和57年大蔵省令第10号）に基づき減価償却累計額を直接控除に

より表示しているため、減損損失累計額につきましては、各資産の金額から直接控除しております。 



株式会社 横 浜 銀 行 

（ ２８ ） 

注記事項 

（貸借対照表関係） 

当中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
  
１．子会社の株式総額 282百万円
  

 なお、本項の子会社は、銀行法第２条第８項に規定する子会社であります。 

２．貸出金のうち、破綻先債権額は 4,549百万円、延滞債権額は 168,019百万円であります。 

 なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息

の取立て又は弁済の見込がないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下、

「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第１項第３号のイから

ホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

 また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目

的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

３．貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は 10,348百万円であります。 

 なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日を起算日として３ヵ月以上遅延してい

る貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

４．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は 40,413百万円であります。 

 なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶

予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３ヵ

月以上延滞債権に該当しないものであります。 

５．破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は 223,330百万円でありま

す。 

 なお、上記２．から５．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

６．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会

業種別監査委員会報告第24号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商業手形及び買入

外国為替は、売却又は再担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は、73,148百万

円であります。 

７．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 
  

有価証券 348,607百万円

貸出金 218,326百万円
  

担保資産に対応する債務 
 

預金 44,066百万円
  

 上記のほか、為替決済あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券 127,537百万円を差し入れております。

また、動産不動産のうち保証金権利金は 7,418百万円であります。 

８．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約

上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これら

の契約に係る融資未実行残高は、1,612,053百万円であります。このうち契約残存期間が１年以内のものが 

1,095,669百万円あります。 

 なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行

の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権

の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行の申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をする

ことができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求

するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、

与信保全上の措置等を講じております。 

９．ヘッジ手段に係る損益又は評価差額は、純額で繰延ヘッジ損失として「その他資産」に含めて計上しております。
なお、上記相殺前の繰延ヘッジ損失の総額は 744百万円、繰延ヘッジ利益の総額は 589百万円であります。 
  

10．動産不動産の減価償却累計額 101,706百万円 
  
11．動産不動産の圧縮記帳額 113,131百万円 

（当中間会計期間における圧縮記帳額 －百万円）
  
12．借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金30,000百万円が含ま

れております。 

13．社債は、劣後特約付社債であります。 
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（ ２９ ） 

当中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 

14．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価差

額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控

除した金額を「土地再評価差額金」として資本の部に計上しております。 
  

再評価を行った年月日 平成10年３月31日
  

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第１号に定める「地価公示法

第６条に規定する標準地について同条の規定により公示された価格」に基づいて、近隣売買事例による補正等合

理的な調整を行って算出。 

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当中間会計期間末における時価の合計額と当該事業用土地の再

評価後の帳簿価額の合計額との差額    40,721百万円 

 

（損益計算書関係） 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

１．減価償却実施額は下記のとおりであります。 

  建物・動産   2,385百万円 

  その他     1,957百万円 

２．その他経常費用には、貸出金償却12,228百万円を含んでおります。 

３．神奈川県内の遊休資産１物件の土地建物について、地価の下落等により帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該

減少額 105百万円を減損損失として特別損失に計上しております。 

 営業用資産については、キャッシュ・フローの相互補完性に基づき一定の地域別に区分した営業上の管理区分であ

る「エリア」をグルーピングの単位としております。遊休資産については、各資産単位でグルーピングしておりま

す。また、本店、事務集中センター、厚生施設等については独立したキャッシュ・フローを生み出さないことから共

用資産としております。 

 なお、当中間会計期間の減損損失の測定に使用した回収可能価額は正味売却価額であり、不動産鑑定評価額等に基

づき算出しております。 

 

（リース取引関係） 

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 

 

（有価証券関係） 

 ○子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  Ⅰ 前中間会計期間末（平成16年９月30日現在） 

    子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものにつきましては、該当ありません。 

Ⅱ 当中間会計期間末（平成17年９月30日現在） 

    子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものにつきましては、該当ありません。 

  Ⅲ 前事業年度末（平成17年３月31日現在） 

    子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものにつきましては、該当ありません。 
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 比 較 中 間 貸 借 対 照 表 （ 主 要 内 訳 ）
（単位：百万円）

（資 産 の 部）

現 金 預 け 金 441,876 406,934 34,942 566,482 △ 124,606

コ ー ル ロ ー ン 70,464 532 69,932 86,959 △ 16,495

買 入 手 形 30,000 － 30,000 － 30,000

買 入 金 銭 債 権 237,114 155,887 81,227 200,976 36,138

特 定 取 引 資 産 28,380 30,935 △ 2,555 50,925 △ 22,545

有 価 証 券 1,263,018 1,299,536 △ 36,518 1,431,209 △ 168,191

貸 出 金 7,850,550 7,510,253 340,297 7,792,435 58,115

外 国 為 替 5,500 7,292 △ 1,792 6,261 △ 761

そ の 他 資 産 94,279 93,300 979 89,293 4,986

動 産 不 動 産 141,934 147,234 △ 5,300 144,620 △ 2,686

繰 延 税 金 資 産 25,996 66,016 △ 40,020 42,507 △ 16,511

支 払 承 諾 見 返 130,317 146,624 △ 16,307 138,809 △ 8,492

貸 倒 引 当 金 △ 53,923 △ 70,437 16,514 △ 66,872 12,949

資 産 の 部 合 計 10,265,509 9,794,111 471,398 10,483,610 △ 218,101

（負 債 の 部）

預 金 9,092,126 8,802,198 289,928 9,286,512 △ 194,386

譲 渡 性 預 金 114,075 80,428 33,647 39,861 74,214

コ ー ル マ ネ ー 373 388 △ 15 386 △ 13

売 渡 手 形 － － － 167,800 △ 167,800

特 定 取 引 負 債 2,160 2,053 107 2,165 △ 5

借 用 金 34,409 34,477 △ 68 34,439 △ 30

外 国 為 替 60 113 △ 53 60 0

社 債 65,000 85,000 △ 20,000 85,000 △ 20,000

そ の 他 負 債 182,123 59,355 122,768 107,927 74,196

再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債 22,736 22,995 △ 259 22,773 △ 37

支 払 承 諾 130,317 146,624 △ 16,307 138,809 △ 8,492

負 債 の 部 合 計 9,643,383 9,233,636 409,747 9,885,735 △ 242,352

(資 本 の 部)

資 本 金 214,944 214,832 112 214,862 82

資 本 剰 余 金 176,563 176,449 114 176,482 81

資 本 準 備 金 176,560 176,449 111 176,479 81

そ の 他 資 本 剰 余 金 3 0 3 2               1

利 益 剰 余 金 162,088 139,852 22,236 171,273 △ 9,185

利 益 準 備 金 38,383 37,364 1,019 37,364 1,019

任 意 積 立 金 91,691 66,520 25,171 66,520 25,171

中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益 32,013 35,968 △ 3,955 67,388 △ 35,375

土 地 再 評 価 差 額 金 31,993 32,372 △ 379 32,048 △ 55

その他有価証券評価差額金 37,217 14,729 22,488 26,024 11,193

自 己 株 式 △ 680 △ 17,762 17,082 △ 22,815 22,135

資 本 の 部 合 計 622,126 560,475 61,651 597,875 24,251

負 債 及 び 資 本 の 部 合 計 10,265,509 9,794,111 471,398 10,483,610 △ 218,101
（注）１．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

  ２．当中間会計期間における発行済株式数の増減内容　
　　　　優先株式の消却 旧商法に基づき発行された新株引受権（ストックオプション）の行使
　　　　　　　消却株式数 30,000 千株 により普通株式を発行
　　　　　　　取得価額の総額 17,259 百万円 　 増加株式数 243 千株
　　　　普通株式の消却 　 資本組入額 57 百万円
　　　　　　　消却株式数 13,000 千株 商法に基づき発行された新株予約権（ストックオプション）の行使に
　　　　　　　取得価額の総額 8,561 百万円 より普通株式を発行

　 増加株式数 109 千株
　　 資本組入額 24 百万円

科    目
平成１７年

中間期末(Ａ)

平成１６年

中間期末(Ｂ)

比　　較

(Ａ)-(Ｃ)

比　　較

(Ａ)-(Ｂ)

平成１６年度末

(要約)(Ｃ)

（ ３０ ）
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 比 較 中 間 損 益 計 算 書（主 要 内 訳）
（単位：百万円）

113,978 125,630 △ 11,652 253,791

資 金 運 用 収 益 84,688 85,345 △ 657 174,120

（ う ち 貸 出 金 利 息 ） ( 76,057 ) ( 77,948 ) ( △ 1,891 ) ( 154,979 )

（うち有価証券利息配当金） ( 5,758 ) ( 6,117 ) ( △ 359 ) ( 16,272 )

役 務 取 引 等 収 益 22,223 20,194 2,029 43,495

特 定 取 引 収 益 171 438 △ 267 924

そ の 他 業 務 収 益 5,070 8,076 △ 3,006 19,039

そ の 他 経 常 収 益 1,825 11,575 △ 9,750 16,212

69,018 82,693 △ 13,675 157,573

資 金 調 達 費 用 3,374 3,185 189 5,943

（ う ち 預 金 利 息 ） ( 1,865 ) ( 1,125 ) ( 740 ) ( 2,361 )

役 務 取 引 等 費 用 4,229 5,052 △ 823 11,870

特 定 取 引 費 用 -             31 △ 31 143        

そ の 他 業 務 費 用 3,190 3,874 △ 684 12,331

営 業 経 費 43,857 42,758 1,099 85,638

そ の 他 経 常 費 用 14,365 27,790 △ 13,425 41,646

44,960 42,936 2,024 96,218

2,931 1,710 1,221 3,442

228 651 △ 423 1,397

47,663 43,996 3,667 98,263

10,225 4,889 5,336 12,503

8,814 12,667 △ 3,853 28,224

28,623 26,439 2,184 57,536

29,155 44,453 △ 15,298 44,453

54 △ 83 137 241

25,820 34,842 △ 9,022 34,842

32,013 35,968 △ 3,955 67,388

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

平成16年度
（要約）

科 目
平成17年

中間期（A）
平成16年

中間期（B）
比     較

（A）－（B）

中 間 （ 当 期 ） 未 処 分 利 益

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額

自 己 株 式 消 却 額

特 別 損 失

税 引 前 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

経 常 収 益

経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

　　（ ３１ ）－了




